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令和元年度答申第３０号 

令 和 元 年 ８ 月 ５ 日  

 

諮問番号 令和元年度諮問第２３号（令和元年６月２５日諮問） 

審 査 庁 厚生労働大臣 

事 件 名 戦没者等の遺族に対する特別弔慰金請求却下処分に関する件 

 

答  申  書 

 

審査請求人Ｘからの審査請求に関する上記審査庁の諮問に対し、次のとおり答申

する。 

 

結     論 

 

本件審査請求は棄却すべきであるとの諮問に係る審査庁の判断は、

妥当である。 

 

理     由 

 

第１ 事案の概要 

 本件は、審査請求人Ｘ（以下「審査請求人」という。）が、叔父のＰ（以下

「叔父Ｐ」という。）は軍人として外地で戦死したところ、審査請求人は叔父Ｐ

と生活を共にしていたと主張して、Ａ知事（以下「処分庁」という。）に対し、

戦没者等の遺族に対する特別弔慰金支給法（昭和４０年法律第１００号。以下

「特別弔慰金支給法」という。）３条本文の規定に基づき、叔父Ｐに係る特別弔

慰金の請求（以下「本件請求」という。）をしたところ、処分庁が、審査請求人

は叔父Ｐと１年以上の生計関係を有していたとは認められないとして、本件請求

を却下する処分（以下「本件却下処分」という。）をしたことから、審査請求人

がこれを不服として審査請求をした事案である。 

１ 関係する法令の定め 

⑴ 特別弔慰金支給法３条本文は、「戦没者等の遺族には、特別弔慰金を支給

する。」と規定しているところ、この「戦没者等の遺族」とは、死亡した者

の死亡に関し、平成２７年４月１日までに戦傷病者戦没者遺族等援護法（昭
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和２７年法律第１２７号。以下「遺族援護法」という。）による弔慰金を受

ける権利を取得した者をいうとされている（特別弔慰金支給法２条１項）。

そして、遺族援護法３５条１項は、弔慰金を受けるべき遺族の範囲は、死亡

した者の死亡の当時における配偶者、子、父母、孫、祖父母、兄弟姉妹及び

これらの者以外の三親等内の親族（死亡した者の死亡の当時その者によって

生計を維持し、又はその者と生計を共にしていた者に限る。）とすると規定

している。 

⑵ 特別弔慰金支給法２条の２第３項は、上記⑴の「これらの者以外の三親等

内の親族」（以下単に「三親等内の親族」という。）は、先順位者である配

偶者、子、父母、孫、祖父母及び兄弟姉妹がいない場合であって、当該三親

等内の親族が「死亡した者の死亡の日まで引き続く１年以上その者によって

生計を維持し、又はその者と生計を共にしていた者」（軍人たることによる

勤務がなかったならば、この条件に該当していたものと認められる者を含

む。）であるときに限り、戦没者等の遺族とみなすと規定している。 

２ 事案の経緯 

各項末尾掲記の資料によれば、本件の経緯は、以下のとおりである。 

⑴ 審査請求人は、昭和１６年ａ月ｂ日、Ｃ地において父のＱ（以下「実父Ｑ」

という。）とその妻のＲとの間に長女として出生した。 

  審査請求人は、昭和１６年６月５日、Ｓ（以下「養母Ｓ」という。）と養

子縁組をした。養母Ｓは、実父Ｑの兄であるＴ（以下「伯父Ｔ」という。）

の妻である。 

（除籍謄本（戸主：Ｑ）、戸籍全部事項証明書、除籍謄本（戸主：Ｓ）、除籍

謄本（戸主：Ｕ）） 

⑵ 実父Ｑの弟である叔父Ｐは、昭和１６年１０月２６日、臨時召集により歩

兵第１１連隊補充隊に応召した。 

（陸軍兵籍簿、軍隊手帳） 

⑶ 叔父Ｐは、昭和１７年９月２日、Ｂ地において戦死した。 

（陸軍兵籍簿、軍隊手帳、除籍謄本（戸主：Ｐ）） 

⑷ 審査請求人は、昭和２４年９月２７日、Ｖ及びその妻のＷ（以下「養母Ｗ」

という。）と養子縁組をした。 

養母Ｗは、伯父Ｔと実父Ｑの妹で、叔父Ｐの姉である（いずれも、父はＵ、

母はＹであり、伯父Ｔが長男、実父Ｑが二男、養母Ｗが三女、叔父Ｐが三男

である。）。 
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 （除籍謄本（戸主：Ｗ）、改製原戸籍（筆頭者：Ｗ）、除籍謄本（戸主：

Ｕ）） 

⑸ 養母Ｗは、叔父Ｐに係る特別弔慰金（第８回）の可決裁定を受けた。 

なお、養母Ｗは、平成２４年９月３日に死亡した。 

 （戦没者等の遺族に対する特別弔慰金請求書（平成２７年８月１４日付 

け）、除籍全部事項証明書） 

⑹ 審査請求人は、平成２７年８月１４日付けで、処分庁に対し、特別弔慰金

支給法３条本文の規定に基づき、叔父Ｐに係る特別弔慰金（第１０回）の請

求（本件請求）をした。 

（戦没者等の遺族に対する特別弔慰金請求書（平成２７年８月１４日付け）) 

⑺ 処分庁は、平成２８年１１月２日付けで、審査請求人に対し、「請求者Ｘ

様は、戦没者等の遺族に対する特別弔慰金支給法に規定する戦没者の遺族に

該当しないため、特別弔慰金を受ける権利を有しません」との理由を付して、

本件請求を却下する処分（以下「先行却下処分」という。）をした。 

  審査請求人は、平成２９年１月２７日、審査庁に対し、先行却下処分を不

服として審査請求（以下「先行審査請求」という。）をした。 

  審査庁は、平成３０年１月１０日、当審査会に対し、先行審査請求は棄却

すべきであるとして諮問をしたが、当審査会は、同年２月２０日、上記の理

由は「理由の提示として不十分というほかはなく、行政手続法８条１項ただ

し書の要件にも当たらない場合であるから」、先行「審査請求においては、

審査請求人に対する手続保障の観点から、本件請求が特別弔慰金を受けるた

めの要件を具備しているか否かの判断を行うことなく、上記の手続上の違法

を理由として」、先行「却下処分を取り消すべきである。」として、先行審

査請求は棄却すべきであるとの審査庁の諮問に係る判断は妥当とはいえない

との答申をした。 

  審査庁は、上記答申を受けて、平成３０年３月１３日、先行却下処分を取

り消すとの裁決をし、処分庁は、同月２２日付けで、審査請求人に対し、先

行却下処分を取り消し、本件請求を再審査するとの通知をした。 

 （却下通知書（平成２８年１１月２日付け）、審査請求書（平成２９年１月

１９日付け）、答申書、裁決書、却下取消通知書、戦没者等の遺族に対する

特別弔慰金の却下裁定の取消と再審査について） 

⑻ 処分庁は、平成３０年８月３日付けで、審査請求人に対し、「死亡した者

「Ｐ」様に係る、請求者「Ｘ」様（死亡した者の姪（三親等内））からの特
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別弔慰金の請求について審査したところ、戦没者等の遺族に対する特別弔慰

金支給法第２条の２第３項の規定による「死亡した者の死亡の日まで引き続

く一年以上その者によって生計を維持し、又はその者と生計を共にしていた

者」と認められませんでしたので、請求者「Ｘ」様は特別弔慰金を受ける権

利を有しておりません。」との理由を付して、再び本件請求を却下する処分

（本件却下処分）をした。 

（却下通知書（平成３０年８月３日付け）） 

⑼ 審査請求人は、平成３０年８月２７日、審査庁に対し、本件却下処分を不

服として本件審査請求をした。 

（審査請求書） 

⑽ 審査庁は、令和元年６月２５日、当審査会に対し、本件審査請求は棄却す

べきであるとして諮問をした。 

（諮問書、諮問説明書） 

３ 審査請求人の主張の要旨 

叔父Ｐとの１年以上の生計関係が認められない点に不服があり、本件却下処

分の取消しを求める。 

第２ 諮問に係る審査庁の判断 

１ 審査請求人は、戸籍謄本や土地登記簿謄本から、Ｌ家は昭和２年に家屋敷を

売却したこと、叔父Ｐが家督相続したＭ家は既に家屋敷がなかったこと、Ｎ家

は借地で家屋敷を売却することができなかったことが読み取れるとして、審査

請求人はＮ家の本籍地で叔父Ｐ及び養母Ｓと生活を共にしていたと主張してい

る。 

  しかし、叔父Ｐが家督相続したＭ家の家屋敷が既に他人名義になっていたこ

とは、叔父ＰがＭ家の本籍地に住んでいなかった可能性を示すにとどまり、そ

の出征前にＮ家の本籍地で生活していたことを裏付ける資料とはならない。 

  他方、審査請求人が提出した叔父Ｐの軍隊手帳によれば、叔父Ｐの召集解除

や臨時召集の日付は確認ができるものの、その間、叔父Ｐが実家に帰っていた

ことを示す情報はない。また、軍隊手帳には、叔父Ｐの本籍地はＤ地と記載さ

れ、住所は「本籍地」欄の記載と同じであることを示す「右ニ同ジ」の記載が

二重線で消され、Ｅ地と記載されている。この点について、審査請求人は、本

籍地と住所が同じとされていたのは事実誤認であり、Ｅ地は召集先の住所であ

ると反論しているが、その裏付けとなる資料の提示がないため、上記Ｅ地の住

所が召集当時における叔父Ｐの居住地であった可能性は排除することができな
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い。いずれにしても、叔父Ｐの死亡の日まで引き続く１年間の叔父Ｐや審査請

求人の居住地について、これを客観的に明らかにする資料が提出されておらず、

審査庁や処分庁においても確認することができないため、その特定が困難であ

る。 

２ 審査請求人は、引揚者名簿に記載された年齢と在留年数を数え年で数えれば、

審査請求人がＦ地に渡航した時期は昭和１８年６月３０日になるとして、審査

請求人はその出生（昭和１６年ａ月ｂ日）から叔父Ｐの戦死（昭和１７年９月

２日）まで引き続く１年４か月の間、叔父Ｐと生計を共にしていたと主張して

いる。 

しかし、在留年数についても年齢と同じ数え方をすることには法律上の根拠

がないほか、審査請求人の主張によれば、Ｚの在留年数は１年となるべきとこ

ろ、０年と記載されているから、審査請求人の主張をそのまま採用することは

困難である。 

また、養母Ｗが引揚者等に対する特別交付金の支給に関する法律（昭和４２

年法律第１１４号）に基づき特別交付金の請求をした際に提出した「引揚者の

外地における居住の状況・引揚げの状況等に関する申立書」には、審査請求人

は昭和１６年６月３０日にＧ港を出港したとの記載があり、審査請求人が主張

している上記Ｆ地への渡航時期（昭和１８年６月３０日）と整合していない。 

いずれにしても、審査請求人がＦ地に渡航した日付について、これを特定す

るに足る資料が提出されておらず、審査庁や処分庁においても確認することが

できないため、その特定が困難である。 

３ 以上によれば、本件に現れた資料によって、審査請求人と叔父Ｐとの間に生

計関係があったかどうか、仮に、生計関係があったとしても、叔父Ｐの死亡の

日まで引き続く１年以上の生計関係があったかどうかを確認することができな

い。また、審査請求人は叔父Ｐの死亡当時１歳であり、事情を承知していると

考えられる養母Ｗ等も既に死亡している本件においては、これ以上事実を明ら

かにすることは困難である。したがって、審査請求人と叔父Ｐとの間に１年以

上の生計関係があったと認めることはできない。 

  なお、審査請求人は、上記の点以外にも様々な主張をしているが、その主張

が変遷してきていることからしても、現存する資料を基にした可能性について

述べているものであって、その裏付けとなる決定的な資料を欠いた主張といわ

ざるを得ず、上記判断を左右するものではない。 

したがって、本件却下処分は適正であると考えられる。 
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第３ 当審査会の判断 

１ 本件諮問に至るまでの一連の手続について 

本件審査請求から本件諮問に至るまでの一連の手続について、特段違法又は

不当と認めるべき点はうかがわれない。 

２ 本件却下処分の違法性又は不当性について 

⑴ 本件では、審査請求人が、叔父Ｐの死亡の日（昭和１７年９月２日）まで

引き続く１年以上、叔父Ｐによって生計を維持し、又は叔父Ｐと生計を共に

していたか（叔父Ｐの軍人たることによる勤務がなかったならば、これに該

当していたものと認められる場合も含む。）、すなわち、審査請求人が叔父

Ｐと同一の生計関係を有していたかが問題となっている。 

⑵ 審査請求人は、出生した時からＦ地に渡航するまでの間、審査請求人の出

生地である実父Ｑの本籍地（Ｃ地。以下「Ｎ家の本籍地」という。）で、叔

父Ｐ及び養母Ｓと生活を共にしていたと主張している。 

審査請求人は、昭和１６年ａ月ｂ日にＮ家の本籍地で出生し、同年６月５

日に養母Ｓと養子縁組をしている（上記第１の２の⑴）から、戸籍の記載か

らは、審査請求人は、Ｆ地に渡航するまでの間は、養母Ｓと生活を共にして

いたと一般的には考えられる。 

そこで、まず、養母ＳがＮ家の本籍地で生活していたかについて検討する

と、審査請求人は、戸籍謄本、土地台帳及び閉鎖された地図に準ずる図面の

写しを提出し、これらの資料から、Ｌ家は昭和２年に家屋敷を売却したこと、

叔父Ｐが家督相続したＭ家は既に家屋敷がなかったこと、Ｎ家は借地で家屋

敷を売却することができなかったことが読み取れるとして、養母ＳはＮ家の

本籍地で生活していたと主張するが、そもそも土地建物の所有関係と利用関

係（居住関係）は必ずしも一致するものではないし、審査請求人が読み取れ

るとする上記事実があったとしても、そのことから直ちに養母ＳがＮ家の本

籍地で生活していたことが裏付けられるというわけではない。 

次に、叔父ＰがＮ家の本籍地で生活していたかについて検討すると、叔父

Ｐは、昭和１６年１０月２６日に臨時召集により応召している（上記第１の

２の⑵）から、叔父Ｐが臨時召集前からＮ家の本籍地で生活していたという

のであれば、軍隊手帳の「住所」欄にはＮ家の本籍地である「Ｃ地」との記

載がされ、陸軍兵籍簿の「留守担当（注：旧字体）者ノ住所氏名」欄にはＮ

家の本籍地で生活していたと審査請求人が主張する養母Ｓの住所氏名の記載

がされているのが自然である。しかし、軍隊手帳の「住所」欄には「Ｅ地」
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と記載され、陸軍兵籍簿の「留守担当（注：旧字体）者ノ住所氏名」欄には

「Ｈ地 兄 Ｑ」と記載されている。また、軍隊手帳の「出身前履歴」欄に

は「高等小學卒業後印刷職工トナリ入営時ニ至ル」と記載されているが、叔

父Ｐが、印刷職工に従事していた当時、どこに居住していたかについての記

載はない。 

また、審査請求人は、叔父Ｐと生計が同一であった理由として、叔父Ｐは

「以前から働いて生家であるＬ家を支えていて、Ｔ（注：Ｌ家の長男）戦死

後は一家の柱として生計を担っていた。出兵後は給料からの仕送りをしてい

た。」と主張している（第１０回戦没者等の遺族に対する特別弔慰金請求補

充書）が、叔父Ｐが、臨時召集前からＬ家や養母Ｓに対し、給与等の送金を

していたことを示す資料は提出されていない。 

さらに、審査請求人は、Ｆ地に渡航した時期は昭和１８年６月３０日であ

ると主張するが、養母Ｗが引揚者等に対する特別交付金の支給に関する法律

に基づき特別交付金の請求をした際に提出した「引揚者の外地における居住

の状況・引揚げの状況等に関する申立書」には、審査請求人は昭和１６年６

月３０日にＧ港を出港したとの記載がある上、審査請求人のＦ地からの引揚

げに関する記録であるという引揚者名簿（昭和２２年７月１０日Ｉ港上陸）

には、審査請求人の在留期間は「５年」と記載されているから、審査請求人

が主張するように、上記出航日のうち、「６月３０日」の部分は正しい記載

であるとすると、Ｆ地への渡航時期は昭和１７年６月３０日となり、その渡

航時期を特定することができない。そして、Ｆ地への渡航時期が昭和１６年

６月３０日又は昭和１７年６月３０日であるとすると、仮に、審査請求人が

叔父Ｐと同一の生計関係を有していたとしても、その生計関係は、叔父Ｐの

死亡の日（昭和１７年９月２日）より前に終了していたことになる。 

そうすると、Ｎ家の本籍地で叔父Ｐと１年以上の生計関係があったという

審査請求人の主張については、審査請求人と叔父ＰがＮ家の本籍地で生活し

ていたこと、審査請求人と叔父Ｐの生計が同一であったこと、そして、仮に、

生計が同一であったとして、その生計関係が叔父Ｐの死亡の日まで継続して

いたことのいずれの事実も確認することができないといわざるを得ない。 

なお、審査請求人は、先行審査請求においては、Ｌ家の本籍地で叔父Ｐと

１年以上の生計関係があったと主張していたので、この点についても検討し

てみたが、本件に現れた資料を精査しても、その主張に係る事実を確認する

ことはできない。 
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したがって、審査請求人が、叔父Ｐの死亡の日まで引き続く１年以上、

叔父Ｐと同一の生計関係を有していたとは認められない。 

３ まとめ 

以上によれば、本件審査請求は理由がないから棄却すべきであるとの諮問に

係る審査庁の判断は、妥当である。 

よって、結論記載のとおり答申する。 

 

行政不服審査会 第１部会 

委   員   原           優 

委   員   中   山   ひ と み 

委   員   野   口   貴 公 美 

 

（注）Ｌ（家）はＳ、Ｔ、Ｕ及びＹの氏であり、Ｍ（家）はＰ、Ｖ及びＷの氏

であり、Ｎ（家）はＱ及びＲの氏である。 

 


